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In the manufacturing process for flexible steel plates used for household electrical appliances and automobile 
bodies, surface treatment is performed followed by contact conveyance using rollers. During this process, the surface 
quality of the flexible steel plate deteriorates due to friction with the rollers. As a solution, a non-contact gripping and 
transport method using magnetic levitation technology has been proposed to improve the surface quality. The method 
of levitating the flexible steel plate is proposed by placing electromagnets at the edges of the plate. Conventional 
control models consider only horizontal directions of motion, and experiments with this model have shown that it is 
possible to levitate these plates. However, it was difficult to suppress the vibration amplitude in the vertical direction, 
which was not considered. In this paper, we propose a new model that also takes vertical motion into account. 
Furthermore, the levitation characteristics of the conventional system and the proposed system under different 
experimental conditions are compared and discussed. 
 
KKeeyy--wwoorrddss:: magnetic levitation, thin steel pleat, non-contact gripping, electromagnet, control 

ははじじめめにに
  
家庭用の電気製品や自動車のボディなどに使用されている柔軟

鋼板の製造工程では，表面処理が行われており，その後ローラを用

いた搬送が行われている．その際にローラと接触して搬送が行わ

れるため，摩擦が生じ柔軟鋼板の表面品質が劣化する．これを防止

する方法として，磁気浮上技術を用いた非接触把持および搬送に

よる表面品質の維持が提案されている 1)~4)． 
浮上対象の柔軟鋼板は低剛性であるためたわみが生じやすく，

浮上の際に種々の振動モードにより弾性振動が生じ，安定した浮

上に影響を及ぼす可能性がある．特に搬送中の慣性力といった外

乱が生じた際に浮上状態を保つことが困難になることが考えられ

る． 
そこで，柔軟鋼板を塑性変形ない程度に湾曲させて搬送を行う

方法 2)や，電磁石から発生する吸引力が及ばない範囲内に永久磁石

を配置し，浮上補助を行い，かつ平均たわみと最大たわみから評価

値を最小にする永久磁石の最適配置を求める方法 3)などが提案さ

れている．また，柔軟鋼板の上部とエッジ部に電磁石を配置し，浮

上を維持する制御を行う方法も提案されている 5)．この磁気浮上シ

ステムは，上部に配置した電磁石で，鋼板の自重に対向する支持力

を発生させることで浮上を実現することが可能となっている．さ

らに，エッジ部に配置した電磁石は，鋼板のたわみを抑制する張力

を発生させ浮上安定性を向上させることができる．このシステム

を用いることで，慣性などの外乱が生じる搬送時において，長手方

向800 mm，短手方向600 mm，厚さ0.3 mm以下の柔軟鋼板を安定  
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Fig. 1  Proposed edge-supported type magnetic levitation system. 

 

 
Fig. 2  Placement of electromagnets and eddy type current sensors. 

 
して浮上させることが可能となっている 6)． 
従来の方法では，たわみを抑制するためにエッジ部に配置され

た電磁石には，E型コアが用いられており，柔軟鋼板を電磁石中心

に吸引するような力を発生させる．そのため，柔軟鋼板のたわみを

抑制する張力と自重に対向する支持力を発生させることが可能と

なっている 7)．従来のように上部に電磁石を配置した方法と比較す

ると自重に対向してはたらく吸引力である支持力は低下している

ものの，柔軟鋼板のサイズが小さく，厚さ0.3 mm以下の場合には

浮上させることが可能である．特に柔軟鋼板の厚さが0.1 mm以下

の場合には上部に電磁石を配置すると，柔軟鋼板が低剛性である

ため，たわみが大きくなるという懸念がある．そのため，上部の電

磁石で吸引力を発生させると浮上中の安定性が劣化することが考

えられる．そこで著者らは，薄くサイズの小さい柔軟鋼板を浮上対

象としたエッジ支持型磁気浮上システムを提案している 8)． 
これまでにエッジ支持型磁気浮上システムで用いられていた制

御システムでは，電磁石を配置した水平方向にのみに柔軟鋼板が

運動すると仮定した1自由度モデルから状態空間モデルを作成し，

平衡点を保つように制御を行っていた．この制御システムを用い

た場合，浮上することは確認されているが，搬送時に生じる慣性な

どの外乱に対して十分な安定性を保つことが困難であることが考

えられる 9)．そこで本研究では，外乱が生じる場合においても浮上

が維持することができるシステムを構築するために，支持力を考

慮した2自由度モデルを提案した． 
本検討では，従来に提案されていた1自由度モデルと2自由度 

 
Fig. 3  Sensing and control methods for edge-supported type magnetic 

levitation system. 
 
モデルにおいて，定常電流や実験条件を変化させた際の浮上特性

について検討を行う． 
  

柔柔軟軟鋼鋼板板をを対対象象ととししたた磁磁気気浮浮上上シシスステテムムとと制制御御
  

エエッッジジ支支持持型型磁磁気気浮浮上上シシスステテムム

提案されている磁気浮上システムをFig. 1に示す．この磁気浮上

システムでは，柔軟鋼板の長手側エッジ部に電磁石を配置する．電

磁石は両辺に 2 つずつ挟むように配置しており，合計 4 つの電磁

石を本システムでは用いている．使用する電磁石には E 型のフェ

ライトコアに対し，直径が 0.5 mm の銅線を 1005 回巻いたコイル

を取り付けた構造となっている．なお，電磁石の配置は先行研究に

おいて，支持力が得られやすく，低い電流値で浮上することが確認

されている，磁気浮上装置の正面から見てコアが E 型となるよう

に配置とした 10)．この電磁石に電流を流すことで，柔軟鋼板のエ

ッジ部から電磁石中心に向かう方向に吸引力を発生させ，浮上を

実現することが可能となっている．浮上対象の柔軟鋼板は，長手方

向400 mm，短手方向100 mm，厚さ0.24 mm，材質SS400の亜鉛

メッキ鋼板を使用している．Fig. 2に本システムで使用した電磁石

やセンサの配置を示す．電磁石の配置は，電磁界解析および有限差

分法を用いたたわみ形状解析により，柔軟鋼板のたわみが最も小

さくなる配置としているため，たわみによる弾性振動の影響は考

慮しないものとした 11)．Fig. 3に本磁気浮上システムの概略図を示

す．各電磁石の上部には，柔軟鋼板のエッジ部から電磁石表面の水

平方向の距離を測定するセンサを配置している．水平方向の距離

は，KEYENCE 社製レーザ式センサを使用しており，帯状のレー

ザ光の遮光量で変位を計測するセンサを用いている．水平方向の

変位は，平衡点を中心とした変位を測定している．電磁石中心から

柔軟鋼板表面の鉛直方向の変位計測にはセンテック社製渦電流セ

ンサを用いる．この鉛直方向変位は柔軟鋼板の自重と電磁石の吸

引力がつり合う位置を平衡点とした鉛直方向変位を測定している．

また回路に流れる電流は，電磁石に直列で 1 Ωの外部抵抗を接続

し，その端子間電圧から算出している．測定した変位と回路電流は，

ディジタルシグナルプロセッサ（DSP）に入力している．測定した

変位から速度を算出し，計測を行う．測定した変位，速度，電流か

ら電磁石に印加する電圧を算出する． 
自自由由度度モモデデルルをを考考慮慮ししたた制制御御シシスステテムム

従来に提案された制御システムのモデル化をFig. 4(a)に示す．本 
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(a) One degree of freedom model 

 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 4  Model of magnetic levitation. 
 
図において，水平方向をX方向，鉛直方向をZ方向とした．この

1自由度モデルでは，浮上するZ方向の位置は変化せず，水平方向

にのみ運動すると仮定してモデル化を行った．この制御システム

では，柔軟鋼板が水平方向に生じる運動を電磁石によりアクティ

ブに制御しており，鉛直方向の運動はパッシブに制御を行うシス

テムとなっている．使用している電磁石は，全て独立した回路とな

っており，柔軟鋼板を挟むように左右に配置しているため，吸引力

は fL，fRとしている．また浮上を実現させるには柔軟鋼板の自重と

対向する静的吸引力を発生させる必要があるため，定常的な電圧

を電磁石に印加する． 
柔軟鋼板を挟むように設置した 2 個の電磁石から同じ定常電圧

を印加した際に発生する静的吸引力によって，柔軟鋼板の自重と

つり合い，左右の電磁石から一定の距離に保たれる平衡点位置が

存在する．そこからの水平方向の変位を x とし，運動方程式を式

(1)，(2)，水平方向に加わる静的吸引力を式(3)，回路方程式を式(4)，
(5)に示す．また，電磁石の吸引力は非線形性を持っているため，平

衡点近傍で線形近似を行った． 

𝒎𝒎𝒙̈𝒙 = 𝒇𝒇𝐑𝐑 − 𝒇𝒇𝐋𝐋 = 𝒇𝒇𝐱𝐱 (1) 

𝒇𝒇𝐱𝐱 =
𝟒𝟒𝑭𝑭𝐱𝐱
𝑿𝑿𝟎𝟎

𝒙𝒙 + 𝟒𝟒𝑭𝑭𝐱𝐱
𝑰𝑰𝟎𝟎

𝒊𝒊𝐱𝐱 (2) 

𝑭𝑭𝐱𝐱 =
𝑳𝑳𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱 ∙ 𝑰𝑰𝟎𝟎𝟐𝟐
𝟐𝟐𝑿𝑿𝟎𝟎

𝟐𝟐  (3) 

𝐝𝐝𝒊𝒊𝐱𝐱
𝐝𝐝𝒕𝒕 = −𝑳𝑳𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱

𝑳𝑳𝐱𝐱
∙ 𝑰𝑰𝟎𝟎𝑿𝑿𝟎𝟎

𝟐𝟐 𝒙̇𝒙 −
𝑹𝑹
𝑳𝑳𝐱𝐱

𝒊𝒊𝐱𝐱 +
𝟏𝟏
𝑳𝑳𝐱𝐱

𝒆𝒆𝟏𝟏 (4) 

𝑳𝑳𝐱𝐱 =
𝑳𝑳𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱
𝑿𝑿𝟎𝟎

+ 𝑳𝑳𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱𝐱 (5) 

ここで，Lxeff：平衡点における電磁石コイルの有効インダクタンス 
[H･m]，Lxlea：漏れインダクタンスに相当する定数 [H]，Lx：平衡点

における電磁石コイルの全インダクタンス [H]，I0：静的吸引力を

得るための定常電流 [A]，i：定常電流値から変動分にあたる電流値 
[A]，R：電磁石用コイルの抵抗値 [Ω]，e 1：定常電圧値からの変動

分にあたる電圧値 [V]，X0：平衡位置における電磁石表面と鋼板表 

 
Fig. 5  Block diagram of one-degree-of-freedom model. 

 
面との距離 [m]，である．さらに，上式を整理すると，式(6)のよう

な状態空間モデルが得られる． 

𝒙̇𝒙𝟏𝟏 = 𝑨𝑨𝟏𝟏𝒙𝒙𝟏𝟏 + 𝑩𝑩𝟏𝟏𝒆𝒆𝟏𝟏 (6) 

𝒙𝒙𝟏𝟏 = [𝒙𝒙 𝒙̇𝒙 𝒊𝒊]𝐓𝐓  

なお，式(6)の 1 自由度モデルを考慮した制御システムのブロック

線図をFig. 5に示す．このモデルでは1つの電磁石に定常に印加す

る電圧E0に算出した制御電圧を重畳することで制御するシステム

となっている． 
自自由由度度モモデデルルをを考考慮慮ししたた制制御御シシスステテムム

2章2節で提案した制御システムの場合，浮上を実現することが

でき，水平方向の運動を抑制することが可能となっていることが

確認できている．しかしながら，実験条件によっては浮上ができず

落下する場合がある．その原因として，鉛直方向に生じる変位を制

御していないため，振動振幅を抑えることができないことが挙げ

られる．そこでFig. 4(b)に示すモデルのように水平方向に加え，鉛

直方向の運動を考慮した 2 自由度モデルを提案する．電磁石から

柔軟鋼板に発生する吸引力は E 型コアの中心方向に発生している

ため，X方向とZ方向に分解することが可能となっている． 
本システムでは，従来のシステムと同様に，定常電流を電磁石に

流した際に発生する静的吸引力によってつり合う平衡点からの運

動を考慮し，線形化を行う．ここから水平方向の変位をx，鉛直方

向の変位を z としている．本モデルにおける電磁石の中心から柔

軟鋼板のエッジ部までの距離を式(7)，平衡点での吸引力を式(8)，
運動方程式を式(9)，(10)，Z方向およびX方向に寄与する回路方程

式を式(11)と(12)，全インダクタンスを式(13)に示す． 

𝜞𝜞𝟎𝟎 = √𝑿𝑿𝟎𝟎
𝟐𝟐 + 𝒁𝒁𝟎𝟎𝟐𝟐 (7) 

𝑭𝑭𝟎𝟎 =
𝑳𝑳𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝑰𝑰𝟎𝟎𝟐𝟐
𝟐𝟐𝜞𝜞𝟎𝟎𝟐𝟐

(8) 

𝐝𝐝𝒛̇𝒛
𝐝𝐝𝒕𝒕 = 𝟐𝟐( 𝑭𝑭𝟎𝟎

𝜞𝜞𝟎𝟎𝒎𝒎
− 𝟑𝟑𝑭𝑭𝟎𝟎𝒁𝒁𝟎𝟎𝟐𝟐

𝜞𝜞𝟎𝟎𝟑𝟑𝒎𝒎
)𝒛𝒛 + 𝟐𝟐𝑭𝑭𝟎𝟎𝒁𝒁𝟎𝟎

𝜞𝜞𝟎𝟎𝑰𝑰𝟎𝟎𝒎𝒎
𝒊𝒊𝐳𝐳 (9) 

𝐝𝐝𝒙̇𝒙
𝐝𝐝𝒕𝒕 = 𝟐𝟐( 𝑭𝑭𝟎𝟎

𝜞𝜞𝟎𝟎𝒎𝒎
− 𝟑𝟑𝑭𝑭𝟎𝟎𝑿𝑿𝟎𝟎

𝟐𝟐

𝜞𝜞𝟎𝟎𝟑𝟑𝒎𝒎
)𝒙𝒙 + 𝟐𝟐𝑭𝑭𝟎𝟎𝑿𝑿𝟎𝟎

𝜞𝜞𝟎𝟎𝑰𝑰𝟎𝟎𝒎𝒎
𝒊𝒊𝐱𝐱 (10) 

𝐝𝐝𝒊𝒊𝐳𝐳
𝐝𝐝𝒕𝒕 = − 𝑹𝑹

𝑳𝑳𝟎𝟎
𝒊𝒊𝐳𝐳 +

𝟐𝟐𝟐𝟐𝟎𝟎𝑳𝑳𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝑰𝑰𝟎𝟎
𝑳𝑳𝟎𝟎𝜞𝜞𝟎𝟎𝟑𝟑

𝒛̇𝒛 + 𝒆𝒆𝐋𝐋
𝑳𝑳𝟎𝟎

+ 𝒆𝒆𝐑𝐑
𝑳𝑳𝟎𝟎

 (11) 

𝐝𝐝𝒊𝒊𝐱𝐱
𝐝𝐝𝒕𝒕 = − 𝑹𝑹

𝑳𝑳𝟎𝟎
𝒊𝒊𝐱𝐱 +

𝟐𝟐𝟐𝟐𝟎𝟎𝑳𝑳𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝑰𝑰𝟎𝟎
𝑳𝑳𝟎𝟎𝜞𝜞𝟎𝟎𝟑𝟑

𝒙̇𝒙 + 𝒆𝒆𝐋𝐋
𝑳𝑳𝟎𝟎

− 𝒆𝒆𝐑𝐑
𝑳𝑳𝟎𝟎 (12) 

𝑳𝑳𝟎𝟎 =
𝑳𝑳𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞
𝜞𝜞𝟎𝟎

+ 𝑳𝑳𝐥𝐥𝐥𝐥𝐥𝐥 (13) 
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Fig. 6  Block diagram of two-degree-of-freedom model. 

 
ここで，Γ0：平衡点における電磁石中心から鋼板までの変位 [m]，
Z0：平衡点における電磁石中心から鋼板表面までの鉛直方向変位 
[m]，Leff：平衡点Γ0における電磁石コイルのインダクタンス[H･m]，
e R：右の電磁石用コイルに加わる定常電圧から変動分に相当する

電圧値[V]，e L：左の電磁石用コイルに加わる定常電圧から変動分

に相当する電圧値[V]である．式(6)~(12)を整理して状態空間モデル

にしたものを式(14)に示す． 

𝒙̇𝒙𝟐𝟐 = 𝑨𝑨𝟐𝟐𝒙𝒙𝟐𝟐 + 𝑩𝑩𝟐𝟐𝒖𝒖𝟐𝟐 (14) 

𝒙𝒙𝟐𝟐 = [𝒛𝒛 𝒛̇𝒛 𝒙𝒙 𝒙̇𝒙 𝒊𝒊𝒛𝒛 𝒊𝒊𝒙𝒙]𝐓𝐓  

𝒖𝒖𝟐𝟐 = [𝒆𝒆𝐋𝐋 𝒆𝒆𝐑𝐑]𝐓𝐓  

なお，式(14)の2自由度モデルを考慮した制御システムのブロック

線図をFig. 6に示す． 
本検討では，式(6)の1自由度モデルと式(14)の2自由度モデルそ

れぞれを踏まえて実験を行った． 
  

定定常常電電流流がが静静止止浮浮上上状状態態にに及及ぼぼすす影影響響
  

定定常常電電流流とと浮浮上上状状態態のの関関係係

本磁気浮上システムにおいて，柔軟鋼板の浮上を維持するため

に，柔軟鋼板の自重とつり合う静的吸引力を発生させる必要があ

る．そのため，電磁石のコイルには，定常電流を流す．静的吸引力

は柔軟鋼板の厚さや柔軟鋼板が浮上する位置，定常電流などの大

きさにより変化する 12)．定常電流を高くすることで張力が大きく

なるため，たわみを抑制することが可能になることが考えられる．

しかしながら，柔軟鋼板が浮上している場合，コイルに熱が発生し，

安定した浮上に影響を及ぼすことが考えられる．また先行研究に

おいて，同様の制御システムを使用し，定常電流を変化させた場合，

浮上特性に影響をおよぼすことが示されている 12)．そのため，1自
由度モデルおよび 2 自由度モデルで作成した制御システムを使用

し，定常電流を変化させた場合の浮上特性について比較する． 
磁磁気気浮浮上上実実験験にによよるる浮浮上上状状態態のの評評価価

各制御システムで設定した定常電流は 0.8～1.2 A とした．0.8 A 
以下の際には，支持力が小さく，把持することが困難であり，また

1.2 A以上の条件では十分な浮上を維持できなかったため，上記の

範囲で実験を行う．また本磁気浮上システムに用いる回路の印加

可能な電圧範囲は，0～30 Vとし，範囲を超える電圧が算出された

場合は最も近い極地の電圧を入力するものとした． 
本検討で用いるフィードバックゲインの決定は，最適制御則を 

 
(a) One degree of freedom model 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 7  Time histories of horizontal displacement. 
 

 
(a) One degree of freedom model 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 8  Time histories of vertical displacement. 
 
用いて算出を行った．しかしながら，浮上位置やインダクタンスな

どのパラメータは定常電流で異なっている．そのため，予備実験と

して，各定常電流で10秒以上，浮上が実現したフィードバックゲ

インを試行錯誤的に探索した．その結果から各定常電流で 5 つの

フィードバックゲインを選定した．それぞれの条件で，5回の実験

を行い，定常電流ごとの浮上特性を見る．水平方向と鉛直方向の変

位および消費電力について実験的に浮上特性の評価を行う．本実

験で用いたフィードバックゲインの計算には，MathWorks 社製 
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(a) One degree of freedom model 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 9  Average of standard deviation of horizontal displacement x for 
each steady current. 

 

 
(a) One degree of freedom model 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 10  Average of standard deviation of vertical displacement z for each 
steady current. 

 
MATLAB における lqrd 関数を用いており，サンプリング時間は

0.001秒としている． 

 
(a) One degree of freedom model 

 
(b) Two degree of freedom model 

Fig. 11  Average of power consumption for each steady current. 
 

定定常常電電流流がが制制御御シシスステテムムにに及及ぼぼすす影影響響
  
実験中の柔軟鋼板における水平方向の変位時刻歴波形を Fig. 7，

鉛直方向の変位時刻歴波形をFig. 8に示す．時刻歴波形では，両図

ともに(a)を 1 自由度モデル，(b)を 2 自由度モデルとした際の結果

を示している．ここでは一例として定常電流を1.0 Aとした際の結

果を示している．ここで示している時刻歴波形は，平衡点を基準と

した変位としており，鉛直方向であれば変位が正に向かうほど平

衡点の上方へ，水平方向の変位であれば正に向かうほどFig. 1にお

いて紙面右側に変位している．柔軟鋼板の磁気浮上では，浮上中の

平均的な振動振幅の大きさを標準偏差で評価することが一般的と

なっている 12)．そのため，本検討においても，各制御システムで実

験を行った際に得られた鉛直および水平方向の変位時刻歴から標

準偏差を算出し，評価を行う．また定常電流ごとの浮上特性につい

て評価を行うために，1 つの定常電流条件で得られた全 25 回分の

データからそれぞれの標準偏差を算出し，平均値を求める．また消

費電力も同様の方法で平均値を算出し評価を行う． 
Fig. 9，Fig. 10に各定常電流条件で得られた鉛直方向ならびに水

平方向の変位標準偏差の平均値を示す．これらの図は，(a) 1 自由

度モデル，(b) 2自由度モデルでの結果を示している．1自由度モデ

ルの場合，水平方向の変位標準偏差は定常電流が1.0 A以上とする

と大きく減少することが示された．また鉛直方向の変位標準偏差

は定常電流を大きくするにしたがって鉛直方向の変位振動が抑制

されることが示された．次に 2 自由度モデルの場合，全ての定常

電流条件において 1 自由度モデル適用時よりも水平方向の標準偏

差が小さく，柔軟鋼板の水平方向への振動が抑制されていた．また，

定常電流による水平方向変位標準偏差の変化はほとんどないこと

も示された．対して鉛直方向の変位標準偏差は定常電流によって
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変化し，定常電流1.0 Aにて最小となった．しかしながら，いずれ

の定常電流条件においても 1 自由度モデル適用時より変位標準偏

差が大きく，柔軟鋼板がより大きく振動していることが示された．

先行研究では，柔軟鋼板を対象とした磁気浮上システムにおいて

静止状態において変位標準偏差が小さい浮上条件は外乱が入力さ

れた際に浮上確率が高いことを示しており 13)，本実験で得られた

結果において変位標準偏差が小さいことはその方向の外乱に対し

て安定した浮上を維持できることを示すと考えられる．水平方向

へ搬送した場合，柔軟鋼板には慣性力が外乱として加わるが，2自
由度モデルを適用した場合にはそのような外乱に対して安定した

浮上を維持できることが示された．対して，鉛直方向の変位標準偏

差は 1 自由度モデル適用時よりも大きく，鉛直方向への外乱に対

して浮上安定性が劣化することが示された．Fig. 11 には各定常電

流条件において電磁石コイルを含む回路で消費される電力の平均

値を示している．Fig. 11も同様に(a) 1自由度モデル，(b) 2自由度

モデルでの結果を示している．全定常電流条件において 1 自由度

モデル適用時の方が 2 自由度モデル適用時と比べ，消費電力が大

きいことが示された．また，1自由度モデル適用時には定常電流1.2 
A の条件を除き，定常電流を大きくすることで消費電力も大きく

なることが示された．それに対して，2自由度モデル適用時には定

常電流によって上昇する消費電力は小さいことが示された． 
先行研究で示されているように本研究で使用したエッジ支持型

磁気浮上システムでは定常電流を大きくすると共に平衡点におい

て柔軟鋼板へ加わる水平方向への吸引力が増大する 10)．この水平

方向への吸引力は柔軟鋼板のたわみを抑制するようにはたらくと

考えられ，Fig. 9(a)，Fig. 10(a)で示されているように1 自由度モデ

ル適用時には定常電流を大きくすることで変位標準偏差が小さく

なると考えられる．また，定常電流の増大は鉛直方向の運動に対す

る剛性を高めることとなり変位が小さくなることも考えられる．

対して 2 自由度モデル適用時には水平方向の変位標準偏差は小さ

いものの，鉛直方向の変位標準偏差は 1 自由度モデルと比べ大き

くなっている．2自由度モデルにより設計したシステムで浮上させ

た際にはいずれの定常電流条件でもコイル電流の標準偏差が 0.25 
A以上となり，定常電流に対して大きく振動している．これは定常

電流近傍で線形化している本システムにとって誤差を大きくする

要因となり，鉛直方向の変位標準偏差が増大したと考えられる． 
しかしながら，2自由度モデル適用時には消費電力が全ての定常

電流条件において小さくなっており，鉛直方向の変位標準偏差は

大きくなるものの，低い消費電力で浮上を維持することが可能に

なることが示された．そのため，電磁石の発熱が抑えられ，モデル

化誤差を生じにくくさせ，安定した浮上を実現できる時間を延ば

すことが可能になると考えられる．また，2自由度モデル適用時に

おいて鉛直方向の変位標準偏差は定常電流1.0 Aにおいて最も抑制

されており，適用する制御モデルによって適切な定常電流値が変

化することが示された．本来であれば 1 自由度モデル適用時と同

様に定常電流の増大によって張力や剛性が大きくなり変位標準偏

差が小さくなることが推察される．しかしながら，本装置における

電磁石コアは0.9 A付近において吸引力特性が変化する非線形性を

持っている 12)．そのため，定常電流1.1 A以降では張力や剛性によ

る振動抑制効果よりもモデル化誤差による制御性能の劣化の影響

を強く受けていると考えられる． 

おおわわりりにに

本研究では，柔軟鋼板を対象としたエッジ支持型磁気浮上シス

テムにおいて更なる浮上安定性の向上を実現させることを目的と

して柔軟鋼板の鉛直方向および水平方向の振動を制御する 2 自由

度モデルについて検討した．特に定常電流が異なる場合の 1 自由

度モデルと 2 自由度モデルで柔軟鋼板の厚さ 0.24 mm とした場合

の浮上特性について検討を行った．その結果，定常電流によって浮

上特性が変化することが示された．各方向の変位において，2自由

度モデルを適用することによって水平方向の変位標準偏差および

消費電力は減少するが，鉛直方向の標準偏差はどの定常電流にお

いても 1 自由度モデルより大きくなることが明らかとなった．ま

た 1 自由度モデルでは定常電流の増大とともに消費電力が大きく

なるが，2自由度モデルでは定常電流によらず消費電力を抑えなが

ら浮上を維持することが可能であることが示された． 
本報告では，2自由度モデルの有用性を示すことができた．しか

しながら，柔軟鋼板のサイズや板厚が変化した場合，柔軟鋼板の振

動特性が変化し，特に搬送時の慣性力といった外乱が入力された

場合には安定した浮上を維持することが困難になる可能性もある．

そのため，今後は外乱に対する 2 自由度モデルのロバスト性を明

らかにしつつ，より実環境において安定浮上が可能な制御システ

ムの構築を目指していく． 
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